







































































































































































































































ョンは、1963（昭和 38）年の産業構造調査会答申と 1970 年代の通商産業政
策ビジョンにより打ち出され、前者では、貿易・為替自由化に対応した重化
学工業路線、後者では、成長活用型の経済運営と産業構造の知識集約化が目







































































































　1981（昭和 56）年 8月 10 日、通産省の委嘱により日本立地センター内に
「テクノポリス ’90 建設構想委員会」が設けられ、①先端技術産業コンプレ
ックスのあり方、②研究開発（R&D）のあり方、③開発方式および地域形







































（テクノポリス法案）は 1983 年 4 月 1 日に閣議決定されて、国会に提出され




































産 業 重化学工業（基礎素材産業） 先端技術産業
インフラの性格 ハード（港湾、用地、用水、電力） ソフト（情報・通信、住環境、都
市機能、人材育成）
推 進 主 体 国 地方自治体
立 地 形 態 大規模装置型プラントの集合 コンパクトな多品種・少量生産型
工業の集積



















































































































































































































































































































































































































































ある。また、「テクノポリス法では新産都法第 21 条および工特法第 10 条の
『資金の確保』の規定を欠いている」（同上　pp. 39─40）。
　テクノポリス法の内容については以上であるが、この法律の枠組みに基づ
いて、主務 4省庁は、1983（昭和 58）年 10 月 15 日、テクノポリス開発指
針を告示した。これに対して、14 地域（15 道県）からテクノポリス開発計
画の承認を求める申請が提出された。開発計画の承認は、1984 年 3 月 24
日、長岡、富山、浜松、広島、宇部、県北国東、熊本、宮崎、国分隼人の 9
















































































































































































































　第 1期開発計画が終了する 1991 年 3 月、主務大臣により開発指針が改定
された。この新たな開発指針に基づいて、先発テクノポリスの 20 地域が第
2期開発計画を策定し承認を求める申請を行った。1992 年 4 月 28 日にまず








踏まれた。1994（平成 6）年、通産省は日本立地センター内に 21 世紀テク
ノポリス研究会を設置し、これまでの実績を踏まえた今後のテクノポリスの











































































































として、1980 年に鉄鋼 800 万トン、石油精製 30 万バーレル、石油化学 50 万トン
などにより、1兆 3000 億円を実現するという計画であった（本間　1992　p. 47）。
一方、むつ小川原地域の開発は、六ヶ所村を中心とした臨海部に 5000 ヘクタール
を造成し、「石油精製 200 万バーレル／日、石油化学 400 万トン／年（エチレン換
算）、火力発電 1000 万キロワットを想定していた（同　p. 49）。両地域ともに大規
模な開発計画であったが、その後、両地域ともに計画の修正を繰り返してきた点が
共通している。苫小牧東部に関しては、1990 年度までに投じられた「国費、道費













































































産業立地研究会「戦後日本の産業立地政策の展開①」『産業立地』1997 年 7 月号











業立地』1984 年 3 月号
辻悟一『イギリスの地域政策』世界思想社、2001 年
豊永厚志「昭和 58 年度工業再配置政策及びテクノポリス構想関連施策の概要」

















村田喜代治「テクノポリスの形成と条件」『産業立地』1983 年 11 月号
